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（事例4）　鉄鋼業、港湾荷役業等
　　　　　　　　　　‒ 構内協力会社としての試み ! ‒

1　規模

     構内 253 名 ( 全社 273 名 )

2　リスクアセスメント等実施体制 ( 資料 No4-1)

3 　リスクアセスメント等導入時期 ( 資料 No4-2)

4　 リスクアセスメント等導入のきっかけ

　　安全週間等の各種安全衛生説明会や外部情報により労働安全衛生マネジメ

　ントシステム (OSHMS、Occupational Safety & Health Management System)

　やリスクアセスメントについて啓発を受け、当社にとって実際的で安全衛生 

　活動が継続的に維持向上のために、本質安全化や安全技能の伝承等、災害防

　止につながる新しい施策であると判断し、リスクアセスメント等を導入する

　ことにしました。

5　 「危険性又は有害性の特定」で成功した事例又は苦労した事例 ( 資料 No4-3)

 　〈苦労した事例〉

　　多種に渡る作業の違い及び特異性があるため、危険性又は有害性を特定す

　る根拠に多様な意見があり、統一した根拠設定に苦慮しました。

　( 一例 )　  玉掛け作業 ( クレーンは他社所管、玉掛け作業のみ作業場所固定 )

実施体制 役職等

統括管理 総括安全衛生管理者

実施管理

各部長 ( リスクアセスメント責任者 )、各課長 ( リスクアセスメント実

行責任者 )、社リスクアセスメント推進委員会 ( 委員長 : 総括安全衛生

管理者、副委員長 : 総括代理、委員 : 各部推進リーダー、安全チーム )

作業指揮

課リスクアセスメント実行推進委員会 ( 推進委員長 : 安全推進リーダー、

副委員長 : 係長・課員、委員 : 総作業長・作業長・工長・リーダー、サポー

ト : 安全チーム )

開始年月日 実施内容

平成 18 年 1 月 労働安全衛生マネジメントシステム啓蒙期間

平成 19 年 1 月 リスクアセスメント準備期間として実施

平成 19 年 10 月 「安全衛生方針」の表明実施

平成 20 年 1 月 リスクアセスメントトライアル期間として実施

平成 21 年 1 月 リスクアセスメントを本格的に開始
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　　　　　　　設備補修作業 ( 他社設備の設備補修、作業場固定なし )

　　　　　　　設備保守作業 ( 他社設備の設備保守、作業場ほぼ固定無し )

　　　　　　　運転業務 ( クレーン、車両運転業務のみ )      等

　〈成功した事例〉

　　たたき台となる資料を作成し、リスクアセスメント実施事前説明会にて説

　明実施。全従業員に受入れられる様、「特定するテーマ」を設定し共通認識を

　図りました。

6 　「リスクの見積り」で成功した事例又は苦労 ( 失敗 ) した事例

 　〈苦労した事例〉

　　事前に課リスクアセスメント推進委員に対し教育を実施していたものの、

　実際に災害となった場合の「ケガのひどさ」の見積もりを安値に「死亡」と

　判断したケースが多く、最終的にリスクレベルを不用意に上げる要素となっ

　ていました。

　 〈成功した事例〉

　　被災の度合いについては、実際に判断が難しい。しかしながら、職場の今 

　までの経験や災害事例を基に再勉強を行い、判定を現実的な判断として下せ

　るようにした。

7　「リスクアセスメント実施状況の記録と見直し」で成功した事例

 (1)　平成 20 年をトライアル期間として設定し、部課より各一職場づつ選出し

　 てリスクアセスメントトライアルを実施しました。トライアル期間を設けた

　 ことにより、本格運用前に自職場で考える時間を与えることができました。

　 また、トライアル期間を実行することにより、記入フォーマット等の問題点

　 を把握することができました。

 (2)　書式変更する際には、「改善前」と「改善後」の写真図を書式に組入れる

　 ことにより、どの様に作業場 ( 作業環境 ) が本質安全化に向けて改善したの

　 か一目瞭然となりました ( 資料 No.4-4)。

8　 リスクアセスメントの効果

 (1)　本格実施の前にトライアル期間を設定することで、「PDCA を回していく 

　 と、安全管理体制が向上し、安心して働ける環境が出来上がっていく」とい

　 う意識を高める効果がありました。

 (2)　今までリスクというものが、抽象的 ( 定性的 ) であり判断する人間 ( 担当 )

　 により、そのリスク対処にバラツキがありました。リスクアセスメントを導

　 入することにより、それが具体化 ( 定量化 ) し、社として明確な判断を下せ

　 るようになりました。

 (3)　当社においては、自社所有設備での作業は少ないのですが、発注元所有設 

　 備を使用する作業について改善要望を要請する際、有力なツールとなり発注

　 元と共に改善を行なえるようになりました。
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